
















(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

 (1) 乗換案内事業……鉄道等の経路検索・運賃計算ソフトウェア「乗換案内」、各種旅行商品 

 (2) マルチメディア事業……携帯電話向けゲーム、映像コンテンツ、家庭用ゲーム、書籍等 

 (3) その他……受託開発ソフトウェア、情報関連機器リース 

３ 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を

当第１四半期連結会計期間より適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の乗換案内事業セグメントにおけ

る営業利益が119千円減少し、マルチメディア事業セグメントにおける営業損失が3,883千円増加しておりま

す。 

４ 「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１

月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間より早期

に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

（借主側） 

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

（貸主側） 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上

する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間のその他セグメントにおける営業

利益が1,848千円増加しております。 

  

 
乗換案内事業 

(千円)

マルチ
メディア事業

(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 803,332 15,066 62,701 881,100 ─ 881,100 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 101 ─ 7,459 7,561 (7,561) ─

計 803,434 15,066 70,160 888,662 (7,561) 881,100 

営業利益 
又は営業損失(△) 247,484 △40,956 7,429 213,957 (59,834) 154,123 
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当第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

 (1) 乗換案内事業……鉄道等の経路検索・運賃計算ソフトウェア「乗換案内」、各種旅行商品、 

         交通関連情報等 

 (2) マルチメディア事業……各種エンターテイメントコンテンツ、家庭用ゲーム、書籍等 

 (3) その他……受託開発ソフトウェア、情報関連機器リース 

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、受注制作のソフトウ

ェアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連

結会計期間に着手した受注制作のソフトウェアに係る契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部

分について成果の確実性が認められるソフトウェア制作については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他のソフトウェア制作については工事完成基準を適用しております。 

これによる売上高及び損益に与える影響はありません。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第１四半期

連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が、いずれも90％を超えているため、記載

を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)及び当第１四半期連

結累計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

  

 
乗換案内事業 

(千円)

マルチ
メディア事業

(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 955,545 105,509 34,220 1,095,275 ─ 1,095,275 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 244 ─ 11,137 11,381 (11,381) ─

計 955,790 105,509 45,357 1,106,657 (11,381) 1,095,275 

営業利益 
又は営業損失(△) 307,541 △70,784 △2,415 234,341 (76,140) 158,200 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
  

  

(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

当第１四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年９月30日)

 

  

 518円76銭

  
510円48銭

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

        潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 16円38銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益  
        潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 16円27銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益  

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 85,534 84,726 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 85,534 84,726 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,221 5,206 

２【その他】
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